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■WD-1-2(E)
　撤去
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断面図

■WD-1-2(S)
→既存のまま
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展開図

平面図
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断面図
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■WD-3
　引分内開折戸撤去

展開図

平面図

90.00°

詳細図 S=1/10詳細図 S=1/10

8130

WD-3
　引分内開折戸撤去

凡例

赤線・赤字・赤着色部：既存撤去工事/サッシ工事
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サッシ押え縁撤去(サッシ工事)

サッシ押え縁撤去(建築工事)
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サッシ押え縁撤去(サッシ工事)

戸当たり撤去

WD−3撤去

東京都港区新橋4丁目１番１号

東京都知事登録 第61790号

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任
技術者

協力事務所
担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク・アンド・リバー社
一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）
鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事

令和　8　年度

KA-08

既存建具撤去詳細図

A1：1/5,25　A3：1/10,50



90.00°

凡例

青線・青字・青着色部：改修工事/サッシ工事

■WD-1-2(E)
　FIX袖付コーナーオープン引戸
　→FIXヘ変更

3
00

2
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0

8130

[WD-3]
FIX戸へ交換

[WD-1-2(E)]
FIX戸へ交換
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(既存のまま)
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断面図

■WD-1-2(S)
→既存のまま

WD-3WD-1-2(E)

展開図

平面図

Y2Y4X4

X4

断面図
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■WD-3
　引分内開折戸撤去
　FIX戸ヘ交換

展開図

平面図

90.00°

詳細図 S=1/10

詳細図 S=1/10

【サッシ仕様】
・形式　　　：FIX戸
・材料／仕上：木製（枠／障子とも）／長油性アルキド樹脂塗装
・見付／見込：56／92
・ガラス　　：Low-E複層(断熱タイプ,LOW-Eガラス室内側)
　　　　　　　FL6+A12+LOW-E6(WD-3)
　　　　　　　FL8+A12+LOW-E8(WD-1-2(E))
・性能値（JIS等級）※全て同等以上とする
　耐風圧：S-3
　水密性：W-4
　気密性：A-4
　断熱性：H-5
　遮音性：T-1
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サッシ押え縁交換(サッシ工事)

サッシ押え縁交換(サッシ工事)
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サッシ押え縁交換(サッシ工事)

戸当り材
(サッシ工事)

※寸法,収まり等確認の上発注のこと

※寸法,収まり等確認の上発注のこと

KA-09

改修建具詳細図

A1：1/5,25　A3：1/10,50

東京都港区新橋4丁目１番１号

東京都知事登録 第61790号

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任
技術者

協力事務所
担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク・アンド・リバー社
一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）
鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事

令和　8　年度



令和　8　年度
令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

設

者

計

上信越高原国立公園

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

令和　8　年度

所在地

登録番号

資格者氏名

名　　　称協力事務所

担当者

管理・主任

技術者

照査

図面番号

図面名称

縮　　尺

工事年度

検　　印

公園名称

発注機関

工事場所

工事名称

東京都知事登録 第61790号

空調設備　特記仕様書

A1 N.S,A3 N.S

M-01

東京都港区新橋4丁目１番１号

94.0%-17.2℃

74.0%28.5℃

66.0%30.3℃

70.0%

86.0%

29.3℃

25.7℃

○

○

○

（

（ ）

）○買取り○

○貸与品○

○

建築物導入部の変位吸収方法は、標準図（建築物導入部の変位吸収配管要領　）による。

引　込　納　付　金　等

建　築　物　導　入　部

）

）

現地表示式（直読式）　○　遠隔表示式（　○　電文式　○　パルス式

現地表示式（直読式）　○　遠隔表示式（　○　電文式　○　パルス式

引き込みは水道事業者の指定により、量水器以降の地中埋設配管は

（６）膨張管、空気抜き管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管は、配管用炭素鋼鋼管（白）

（３）外壁に面するガラリに直接取り付けるチャンバー及びホッパーは雨水の滞留のないように施

（２）空気調和機に取り付けるサプライチャンバー、レタンチャンバー及びダクト系で消音内貼り

○ 不要

○○

○ 個別感知ﾌﾗｯｼｭ方式（○　AC電源　　○　自己発電）○○

○

○○

○ 低圧○

○○

● はつり工事及び穿孔作業を行う場合は、事前に走査式埋設物調査を行い、監督職員に報告を行う。

標準仕様書第２編によるほか次による。ただし、各工事種目で別に指定されたものは除く.

　　　機器の重量[kN]（水槽類は満水時の液体重量を含む設備機器総重量）に、地域係数1.0及び

（２）電動機出力、燃料消費量、圧力損失等は、原則として機器表に表示された数値以下とする。

屋外露出箇所 ●ステンレス鋼板●

●

●

●断熱材被覆銅管

●硬質ポリ塩化ビニル管

●

板 製

個別系統（目標値）

●●

●

●

●●

●

●

●

50Hz●

●

●●

●○

●

●

●

●

●●

ただし、走査式埋設物調査で埋設物の調査ができない場合は、監督員との協議による。

●

●●

　　　②生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　　　①品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　③安定的な供給が可能であること。

　　　④法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　　⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　　⑥販売、保守等の営業体制を整えていること。

　　　提出を省略することができる。

　　を示す外部機関が発行する書面を提出し監督職員の承諾を受けた場合は、証明となる資料の

　　資料を提出し監督職員の承諾を受ける。ただし、次の①から⑥すべての事項を評価された事

（２）別表－１に機材等名が記載された製造業者等は次の①から⑥すべて事項を満たす証明となる

　　　及び性能を有するものとする。

（１）本工事に使用する材料・機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質

）建設省告示第1455号における区域　別表（

積雪荷重○

）地表面粗度区分（

m/s）風速（Vo=

風圧力○

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

　①建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド

　②建築基準法施行令第20条の7第4項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　③建築基準法施行令第20条の7第1項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　④建築基準法施行令第20条の7第3項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

(環境省ホームページに掲載)(毎年2月改定))において位置づけられた、「特定調達品目」に該当

　号）」に基づく「環境物品の調達の推進に関する基本方針（令和4年2月閣議決定）」に定める

　特定調達品目の分野「公共工事」の品目を調達する場合は、判断の基準等を満たすものとする。

（1）本工事において、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成12年法律第100

　　する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　　アセドアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定

　　その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は

　①合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクルボード

（2）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、

　次の①から④を満たすものとする。

　②接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　　難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

　③接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキシル等を含有しない

　　セドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　④①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、ア

　　発散建築材料以外の材料

　①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

（3）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは次の

なお、やむをえず判断基準に満たないものを使用する場合は、監督職員の承諾を受けるものとする。

また、「特定調達品目」の調達の実績（設備及び公共工事）について、当該年度の調達実績集計表

する材料及び建設機械等は、原則として基本方針に定める判断基準を満足するものを使用すること

提出する。

(物品・役務及び公共工事)を環境省ホームページからダウンロードし、Excelファイルで作成し、

とする。

（4）グリーン購入法に基づく、環境物品等の調達に関する基本方針((以下「基本方針」という)

公共建築設備工事標準図(機械設備工事編)(令和7

公共建築改修工事標準仕様書(機械設備工事編)(令和7

公共建築工事標準仕様書(機械設備工事編)(令和7年版)(以下「標準仕様書」という。)

年版)(以下「改修標準仕様書」という。)

年版)(以下「標準図」という。)

●空冷ヒートポンプ式パッケージ形空気調和機

● 無　　　○ 有　　　指定部分工期：令和　　年　　月　　日

改修一式

○

○

○

●

備　　考

改修－

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

－地下1階、地上2階木造、RC造

現場説明書による。

図示による。

発 生 材 の 処 理

撤　去　内　容

撤
去
工
事

図面に特記なき場合の耐圧は5Ｋ とする。

給
水
設
備

排
水
設
備

消
火
設
備

ｅ2・(ハ)・Ⅶ

外面被覆鋼管の呼び径100A以下はねじ接合とする。

10Ｋ

2号消火栓1号消火栓広範囲型2号消火栓　　　○易操作性1号消火栓

○

地中配管　　○

一般配管　　○

一般配管　　○

地中配管　　○

別図による。

別図による。

屋内消火栓開閉弁

温

泡　消　火　設　備

不活性ガス消火設備

地中埋設配管の接合

種

○

○

○ 料材管配

（３）

（２）連結送水管

（１）屋内消火栓○

○ ○

保

別栓火消内屋

無○）○○有（○屋外露出部分○○

○

○○

○○

第2編3.1.5表2.3.5のh・(ｲ)・Ⅸとする。

図示による。（特記なき場合の耐圧は、5Ｋとする。）

雑排水管（給湯室系統）○

（〇本工事（　　　　　　　）　〇別途）　〇不要○ 要放 流 納 付 金 等○

図示の位置に取り付ける。手継験試水満○

管水排

の等し流所台○

大便器、小便器、洗面器及び掃除流しとの配管は、ビニル管（RF-VP）とする。

台所流し等の床上露出部分の配管は、ビニル管（RF-VP）でもよい。

洗面器に直結する排水管は、器具トラップより１サイズアップとする。

300㎜

水道直結部分の耐圧は、10Ｋとする。

図面に特記なき場合の耐圧は5Ｋとする。

雨
水
利
用
設
備

○

○

○ 現地表示式（直接式）　　　〇 遠隔表示式（パルス式）

○

○

弁　　　類

量　水　器

（２）集水管　　　　　〇

（１）一般配管　　　　〇○ 配　管　材　料

別図による。○ システム構成その他

厨
房
設
備

○

○

ガ
ス
設
備

外部警報端子（ ○無○ 有）

子メーター（　○実測式　○パルス式　）

親メーター（　○実測式　○パルス式　）

都市ガス　　　一般ガス導管事業者の供給規定による。料材管配

ーターメ

器報警れ漏スガ 別途工事○本工事（図示による）○○

○

○○

○

法寸の器機

図示による。機器の機能等○

概略寸法とする。○

○

○

）○（ ○ 買取り

）○貸与品○（

○ 子メーター（

ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

○

○ 別図による。

要○

）（ｃ）○（ｂ）○（ａ）○（

○

○

○

㎜）○○
㎜）以上とする。○○その他の部分は（

６００㎜埋設深さ（管の上端深さ）は原則として、車両通行部分は（

○ 柱

○

栓

管の地中埋設深さ

水

○

○

○○ 類弁

標準図ＭＣ形○○ 買取り）貸与品○水道事業者指定品（○桝器○ 水量

○ 量 水 器

○

○ 親メーター（

）とし、他の部分は（１）による。（ ○

○（３）水道直結配管

○

○

○

○

（２）地中埋設配管

（１）一般配管料材管配○

管 材 料 ○○ 配○

給
湯
設
備

○ 温保

○

○ ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。

類○ 弁

湯沸器の給排気筒（二重管）の隠ぺい箇所は保温を行う。なお、保温の種別は標準仕様書

○

（２）屋外

（１）屋内

○桝間

○

○第一桝まで

○ﾎﾟﾝﾌﾟｱｯﾌﾟ管

○通気管

○雑排水管

○汚水管料材管○ 配

スパイラルダクト（ )

衛
生
器
具
設
備

（１）設計用水平地震力

耐震措置の固定は、施設の分類に応じて次による。

現場及び技術に係わる事項

換
気
設
備

空
気
調
和
設
備

別図による○○ 衛生器具ユニット

○

電　源　種　別

自己発電ＡＣ電源の栓水動自 ○

○

電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11による。

天井内隠ぺいの配線は、図面に特記がなければケーブル配線とする。

屋外・屋内露出の電線は、図面に特記がなければ金属管配線とする。

線配用装計○ 電気

別図によるシステム構成その他

器便小

及びその組み込み

置装浄洗動自

○

自
動
制
御
設
備

建築設備定期検査業務基準書平成2016年版（(一財)日本建築設備･昇降機センター）

電線及びＥＭケーブルは標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11による｡

呼び径60Su以下（

4.5㎜）3.2㎜

建物内のエア抜き管の保温は、標準仕様書第2編3.1.4の温水管の項による。

還気ダクトの保温要（保温の厚さ25㎜、範囲は図示による。）

外気ダクトの保温要（保温の厚さ25㎜、範囲は図示による。）

図面に特記なき場合の耐圧は、JIS又はJV5Kとする。

標準仕様書第2編3.1.4によるほか、次による。

膨張管及び膨張タンクよりボイラー等への補給水管の保温は、標準仕様書第2編

3.1.4の温水管の項による。

厨房系統の排気ダクトは、標準仕様書第3編2.2.2.2のダクトの板厚の項より

耐熱・耐火ケーブルとする。

排煙口から手動解放装置への配線は、標準仕様書第4編1.5.1表4.1.11による

○

○

の排煙風量の検査方法に準じる。

定測量風煙排

式方帰復

び及放開口煙排 不要）○要○電気式（遠隔操作○

　　　）○天井内取付○

壁取付）○天井取付○スリット形（

ダンパー形（

○

○

壁取付）○○ 天井取付パネル形　（○

普通鋼板（厚１．６㎜）○亜鉛鉄板○

○ 式形の口煙排

ト○ クダ

排
煙
設
備

○

全熱交換ユニット用の外気取入れダクトの保温の仕様及び範囲は図示による。

○ （〇厨房　　　〇湯沸室）の隠ぺい部ダクトの保温の仕様及び範囲は図示による。

全熱交換ユニット用の排気用ダクトの保温の仕様及び範囲は図示による。

温保

空気調和設備の当該項目による。ーバンャ○ チ

○ク 統系のトダ

○ ○ 浴室（シャワー室、脱衣室を含む）系統○厨房系統気排るすルシ ー

空気調和設備の当該項目による。○ ーパンダ

１番手厚いものとする。（範囲は図示による）

○

範囲は図示による。）○ 高圧1ダクト（

○スパイラルダクトダクト（ )

○ ｱﾝｸﾞﾙﾌﾗﾝｼﾞ工法）

○ ｺｰﾅｰﾎﾞﾙﾄ工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）○低圧ダクト（トクダ

○ 暗渠内（ピット内を含む）の空調用ドレン管は保温（○有　○無）とする。

○

○

○

（エア抜き弁以降の配管は除く。）

）

）（

（○ 屋内露出箇所

○ 図示による

冷媒管の保温外装は次による。

○ 蒸気還り管の保温不要（屋内露出は除く。）

○

○

保温及び消音内貼

○ 類弁

○ ファンコイルユニットと冷温水管の接続部（往･還）には、ボール弁を取付ける。

ステンレス鋼管に取り付ける弁類は、ステンレス製とする。○

○

（７）ドレン管

（５）冷媒管

（４）油管

（３）蒸気管　給気管

（２）冷却水管

　　　とする。

（１）冷温水管

○

○

○

○　　　　　　　還管

○

○

（２）ピストンダンパー　復帰方式 遠隔復帰式

（１）防煙ダンパー　　　復帰方式 遠隔復帰式(定格入力はDC24V)ーパンダ○

料材管配

　　　工する。

アングルフランジ工法）

コーナーアングルボルト工法（長辺の長さが1,500mm以下の部分）

範囲は図示による。）高圧1ダクト（○

　　　したチャンバーには、点検口を設ける。なお、大きさは図示による。

ーバンャチ （１）内貼を施すチャンバーの表示寸法は外法を示す。○

○ 低圧 ○○

トクダ

○

○低圧ダクト（○○

道煙鋼 ○○鋼板厚（○

※夏季の湿度は、設計計算上の数値であり、目標値とする。

温　度 湿　度 温　度湿　度温　度湿　度温　度 湿　度

一般系統

外　気

一般系統

12時

14時

16時

9時

屋　内

冬季

夏季 28℃

15℃

※

45%

40%

℃

℃

％

％

℃

℃

％

％

度湿温計設

類線電

図面に特記なき場合は、工事区分表による。

（　　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

○

との取り合い

分区上仕井天

他工事又は他工種

○

露出配管で溶解亜鉛メッキ仕上げを使用する場合は、付着量300ｇ/㎡以上とする。　 　

○屋内　○金属電線管　 (○溶融亜鉛メッキ仕上げ 　○指定色塗装) 　 　

　　　　○金属電線管　 (○溶融亜鉛メッキ仕上げ 　○指定色塗装) 　 　

○

）

　 金 属 管 の 塗 装

○屋外：○ドレン管　　 (○指定色塗装　○　　　　　　）

次の露出配管は、塗装又は記載の仕上げとする。

配管：ダクト：

共同溝内の保温種別は下記による。○

○

室名：

多湿箇所は下記による。

）

○○ SAS 322を満足した継手

）要（方法及び圧力既設配管を含む部分の試験

○ 不要

○ 中 埋 設 標 等 （１）地中埋設標 ○ 要（図示による） ○ 不要

（２）埋設表示テープ ○ 要（排水管を除く） ○ 不要

○ 管 （１）ステンレス鋼管の接合は、下記による。

○

○ 不要 ○ 要（（２）溶接部の非破壊検査

）

試　　　　　験

○ 図示の位置に取り付ける。絶　縁　継　手

（２）設計用鉛直地震力は、設計用水平地震力の１／２とする。

0.6

0.6

1.5

1.5

1.51.5

2.0

1.0

1.0

1.5

1.0

1.5

2.0

1.5

1.0

0.6

0.6

1.0

1.0 1.0

1.0

0.6 0.6 0.4

1.5

2.0

1.0

1.0

2.0

1.0

1.52.0 1.0

1.5

1.0

1.5

設計用標準水平震度

・水槽類にはオイルタンクを含む。

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

・重要機器は次による。

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

（名称：　　　　　.記号：　　　　　　）

器機般一器機要重 器機要重 器機般一

防振支持の機器

別種器機

類槽水

防振支持の機器

類槽水

器機

類槽水

防振支持の機器地階･１階

器機

設施の般一設施の定特

中間階

器機

塔屋
屋上及び
上 層 階

・中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの

　10～12階建の場合は上層3階、13階以上の場合は上層4階とする。

・上層階とは2～6階建の場合は最上階、7～9階建の場合は上層2階、

○

工施震耐

　　　次に示す設計用標準水平深度を乗じたのもとする。

（１）機器類の能力、容量等は機器表に表示された数値以上とする。示表の等量容

数波周源電

製造者規格による標準品としてよい。

換気扇、圧力扇及び標準仕様書に記載なく特記のないものの電動機の保護規格は、機動電

○

雑用水の水質の測定：費用（○ 本工事　○ 別途）○

飲料水の水質の測定：費用（○ 本工事　○ 別途）○

室内気流及びじんあいの測定 騒音の測定

室内外空気の温湿度の測定水量調整風量調整

調整項目（測定箇所等は監督職員の指示による。）

別途○本工事総合試運転調整

機械設備工事機材承諾図様式集（令和4年版）によるほか、監督員の指示による。機材の承諾図

○構内敷きならしとする。○建設発生土の処理方法○

山砂の類○

〇

ただし、以下の配管は、管の周囲に山砂の類を施す。

根切り土の中の良質土○

〇 水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管（SGP-VD）

埋め戻し土・盛土○

ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」に

おける２の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により行う。

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、同

種）○種○外部足場（○種）○種○内部足場（○

○図示○調査方法

○図示○調査範囲

既存資料調査調査項目

調査内容

別途○本工事事前調査査調工施

詳細は「自然公園等整備工事及び業務の情報共有システム運用要領（案）」による。

○

本工事は情報共有システム利用対象工事である。○

情報共通システム

Ⅲ
１．

本工事は。情報共有システム対象外工事である。

一
般
共
通
事
項

項事記特目項章

●

慮配のへ境環

分区用適

●

○

庁 舎

数構 造 階建物名称

項目及び特記事項は、●印の付いたものを適用し、○印の付いたものは適用しない。

２． 特記仕様

●

●

Ⅱ 工 事 仕 様

等のうち、●印の付いたものを適用する。

図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記標準仕様書

共通仕様１．

なお、電気設備工事の特記仕様書は（　／　）図、建築工事の特記仕様書は（　／　）図による。

書を適用する。

電気設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様（２）

（１）

●

の種類
消火設備

ガスの種類

排水方式

主要熱源機器
式方調空

自動制御方式

○高置タンク方式○

デジタル式○電子式○電気式○

有（計画容量：汚水槽　　　m3、雑排水槽 　　m3）　　○ 無）○排水槽

無○湧水）○雑排水○汚物○有（

分流式）○合流式○

ポンプ排水 ○

供給圧力　　Pa、一般ガス導管事業者名東京ガス㈱）

※改修の場合は既存概要を示す

種別 13A、高位発熱量45.0MJ/m3(N)、低位発熱量40.6MJ/m3(N)都市ガス（○

）○不活性ガス消火設備（○連結送水管○連結散水設備○

泡消火設備○スプリンクラー設備○屋内消火栓設備○

直放流下水管○（２）雑排水直放流下水管○（１）汚　水

建物外放流先

方式及び種別 設　　　　　備　　　　　概　　　　　要

式方水給

建物内の汚水と雑排水（

○

設備概要（●印の付いたものを適用する）５．

　　　　　　　　　　　対象部分（　　　　　　　　　　　　　　　）

指定部分４．

○

水雨 備設○

事工去撤

備設煙排

○

備設水排○

備設水給○

○ 備設房厨

備設和調気空

備設スガ○

備設御制動自

屋外庁舎

○

備設気換

備設具器生衛

○

工　　　　　事　　　　　種　　　　　別建物別及び屋外

工　事　種　目

備設湯給

備設火消○

工事種目（●印の付いたものを適用する）３．

消防法施行令

別表第一の区分延 べ 面 積(㎡)

建築基準法による

機械設備工事

Ⅰ 工 事 概 要
仕様書

機材の品質等●

本工事で設置する。○

別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。他のそ場足

建物概要２．

工事場所１．

（　○本工事（　　　　　　　）　○別途　）

地

配

　保　　　　　温



空調設備　Ｂ階平面図

A1 1:50,A3 1:100

M-02

東京都港区新橋4丁目１番１号

東京都知事登録 第61790号

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任

技術者

協力事務所

担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事
令和　8　年度

R
1

R
1

ACR

1

1階バルコニー下壁面

R1

空調設備　Ｂ階平面図　　Ｓ＝１：５０

(1)　図中、冷媒管は渡り配線EM-CEE-S-1.25□-2Cを共巻とする。
注記

記 号 名 称

冷媒管R1

仕 様

6.35φ(保温10mm)+9.52φ(保温20mm)

ドレン管D 硬質塩化ビニル管

空調設備（配管）　凡例



M-03

A1 1:50,A3 1:100

東京都港区新橋4丁目１番１号

東京都知事登録 第61790号

空調設備　１階平面図

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任

技術者

協力事務所

担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事
令和　8　年度

(1)　図中、冷媒管は渡り配線EM-CEE-S-1.25□-2Cを共巻とする。

R
1

空調設備　１階平面図　　Ｓ＝１：５０

R
1

注記

記 号 名 称

冷媒管R1

仕 様

6.35φ(保温10mm)+9.52φ(保温20mm)

ドレン管D 硬質塩化ビニル管

空調設備（配管）　凡例



N

テラス２

2F 展示室
EPS

スタッフ

ルーム

受付

カウンター

展示

スペース

空調設備　２階平面図

A1 1:50,A3 1:100

M-04

東京都港区新橋4丁目１番１号

東京都知事登録 第61790号

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任

技術者

協力事務所

担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事
令和　8　年度

D

R1

空調設備（配管）　凡例

20VP

硬質塩化ビニル管D ドレン管

20VP

6.35φ(保温10mm)+9.52φ(保温20mm)

仕 様

R1 冷媒管

名 称記 号

1

ACR

1

ACR

標準付属品

ワイヤレスリモコン、防雪フード、転倒防止金具、プラロック基礎

※　電源仕様は必守とし、消費電力は参考値とする。

MFZ-HK2822AS

室外機：30kg室内機：15kg

冷媒管：6.35φ/9.52φ

カウンター用 12 ×

1展示室用2
2.0sq15A2.080.920.641

暖房能力：4.0（0.9～7.3）kw冷房能力：2.8（0.9～4.0）kw

床置形

ACR

ルームエアコン

空調設備　機器表

電 気 容 量

ｻｲｽﾞ
ﾌﾞﾚｰｶｰ

ｻｲｽﾞ
配線低温

kw
暖房
kw

冷房
kwVφ

電源
階数

記号 名称 数量 仕様 参考品番設置場所

三菱電機

×

２
1

室外

200

空冷ヒートポンプ式

防虫網20

防虫網20

注記
(1)　図中、冷媒管は渡り配線EM-CEE-S-1.25□-2Cを共巻とする。

空調設備　２階平面図　　Ｓ＝１：５０

R1

R
1

※　室内機にはドレンアップを設置すること。

女子便所2の天井内に設置

ダイキン

S285AVDV-W



　10～12階建の場合は上層3階、13階以上の場合は上層4階とする。

200V、

床上～中心壁掛形制御盤

動

火

災

報

知

テ
レ
ビ
共
同
受
信

壁付呼出ボタン（多機能トイレ）

テレビ端子直列ユニット（和室）

導

支

援

出
退
・
マ
ル
チ
サ
イ
ン

時

計 壁掛形親時計
床上～中心

分電盤 床上～中心
拡

声

表－１　機器標準取付高さ

電

力

共

通

電

灯

ブラケット（一般）

ブラケット（踊場） 床上～中心

床上～中心

コンセント（台上） 台上～中心

開閉器箱 床上～中心

制御用スイッチ 床上～中心

床上～下端

天井下～上端

床上～中心

端子盤（室内）

集合保安器箱

壁付電話機（一般） 1,300

2,300床上～中心

自 受信機・副受信機

表示灯 床上～中心 2,100

液化石油ガス検知器 床上～上端 300

300

200

警報ベル

800～1,500

機器収容箱 800～1,500

発信機 床上～中心 800～1,500

機器収容箱 天井下～上端 200

テレビ端子直列ユニット（一般） 床上～中心 300

床上～中心 150

標準図による

2,000～2,500

壁付インターホン（上記以外） 床上～中心 1,300

1,500

(上限1,900以下)

1,500

1,300

2,100～2,300

150

床上～中心 900

誘

床上～中心 1,300

情報表示盤 床上～中心 天井高×0.9

壁付発信機 床上～中心 1,300

床上～中心 2,300

壁付押しボタン（一般） 床上～中心 1,300

測点 取付高〔mm〕

積算計器 地上～窓中心 1,800～2,000 1,500

引込開閉器 地上～中心 1,800～2,200 (上限1,900以下)

1,500 子時計 床上～中心 天井高×0.9

(上限1,900以下) 床上～中心 天井高×0.9

床上～中心

壁掛形スピーカ

名称 測点 取付高〔mm〕 名称

コンセント（和室） 床上～中心 150 ベル・ブザー・チャイム

壁付アッテネータ

スイッチ

スイッチ（多機能トイレ）

コンセント（一般）

1,300

1,100

300

床上～中心

床上～中心

ブラケット（鏡上） 鏡上端～中心

150～200

コンセント（車椅子用） 床上～中心 900

１． 工事場所

２． 建物概要

３．

４． 指定部分 ○ 無 ○ 有

１． 共通仕様

２． 特記仕様

建物別及び屋外

工　事　種　目

電 灯 設 備

動 力 設 備

電気自動車用充電設備○

電 熱 設 備○

○

雷 保 護 設 備

　　　　一式

屋外

発 電 設 備

拡 声 設 備

受 変 電 設 備

○ 構 内 交 換 設 備

○

○ 電 力 貯 蔵 設 備

構内 情報通信網設備

防犯・ 入退室管理設備

○

○

監 視 カ メ ラ 設 備

テレビ 共同受 信設備

誘 導 支 援 設 備

映 像 ・ 音 響 設 備

駐 車 場 管 制 設 備

○

○

○

備　　　考

○ 構 内 通 信 線 路

○

○

情 報 表 示 設 備

○

建物名称 構 造 階 数

○

○

工　　　　　事　　　　　種　　　　　別

工 事 仕 様

○

火 災 報 知 設 備

中 央 監 視 制 御 設 備

構 内 配 電 線 路

Ⅰ

建築基準法による

延 べ 面 積(㎡)

消防法施行令

別表第一の区分

Ⅱ

ＬＥＤ照明器具（一般屋内用に限る）

照明制御装置

可変速運転用インバータ装置

分電盤

制御盤

キュービクル式配電盤

高圧スイッチギヤ（ＣＷ形）

高圧スイッチギヤ（ＰＷ形）

高圧交流遮断器

高圧進相コンデンサ

高圧限流ヒューズ

高圧負荷開閉器

高圧変圧器（特定機器）

交流無停電電源装置

太陽光発電装置（パワーコンディショナ及び系統連系保護装置）

監視カメラ装置

中央監視制御（監視制御装置）

蛍光灯器具

機材 製造業者等

○

○

○

○

○

○ ＥＢ（D=10，L=1,000又はW=30，L=900）×１

○

○

ＥＢ（D=10，L=1,000又はW=30，L=900）×１

ＥＢ（D=10，L=1,500又はW=30，L=1,200）×１

Ω以下電話引込口の保安器 EＬｔ 100

LH

C

D

A

ＥＢ（D=10，L=1,000又はW=30，L=900）×１

表－２　接地極一覧表

Ａｔ

A・C・D

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

ＥＢ（D=14，L=1,500又はW=40，L=1,200）×３連－　　組

Ω以下

EA・B・C・D Ω以下

Ω以下

通信用（10Ω）

E0 Ω以下

EB

高圧避雷器用 E 10

C種 E 10

Eｔ 10

E

通信用（100Ω） EＤｔ 100

測定用

Ω以下

E

Ω以下

Ω以下

接地の種類 記号 接地抵抗 接地極の規格・数量

共同接地

交換装置用

10

10

Ω以下

E 10

Ω以下

D種 ED 100 Ω以下

D種

B種 Ω以下

共同接地 E Ω以下

A種

○

○

○

○

○

）

指定部分工期　　　　　　年　　月　　日

対象部分（

図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の下記仕様書

等のうち、●印の付いたものを適用する。

● 公共建築工事標準仕様書 (電気設備工事編 ) (令和 7年版 ) (以下「標準仕様書」という。 )

● 公共建築改修工事標準仕様書 (電気設備工事編 ) (令和 7年版 ) (以下「改修標準仕様書」という。 )

● 公共建築設備工事標準図 (電気設備工事編 ) (令和 7年版 ) (以下「標準図」という。 )

を適用する。

なお、機械設備工事の特記仕様書は（　／　）図、建築工事の特記仕様書は（　／　）図による。

（１）

（２）機械設備工事及び建築工事を本工事に含む場合は、機械設備工事及び建築工事はそれぞれの特記仕様書

項目及び特記事項は、●印の付いたものを適用する。

○

項　　　　　目

用適 区 分

特　　記　　事　　項

○

（１）本工事に使用する機材等は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有す

　　　べき品質及び性能を有するものとする。

（２）下表に機材名が記載された製造業者等は、次の①から⑥すべての事項を満た

　　すものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が

　　評価されたことを示す書面を提出して監督職員の承諾を受ける。ただし、製

　　造業者等名が記載されているものは、証明となる資料等の提出を省略するこ

　　とができる。

　　　①品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　　　②生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　　　③安定的な供給が可能であること。

　　　④法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　　　⑤製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　　　⑥販売、保守等の営業体制を整えていること。

機材の品質等

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

○

○ 別契約の関係受注者が定置したものは無償で使用できる。

○ 本工事で設置する。

同ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準

における 2の (2 )手すり据置き方式又は ( 3)手すり先行専用足場方式により行う。

○ ○ 種 ○ 種） ○ ○ 種 ○ 種）

○

既存部分の養生は、改修標準仕様書第１編第１章による。

○

本工事で作成する施工図等のうち、次の原図及びその複写図（１部）を監督職員に

提出する。ただし、製作図等で原図として提出ができないものは、原図に代わるも

のとしてよい。

なお、施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲する。

一式

制御システム図 一式

一式

一式

○ 提出部数　（原図サイズ ○ Ａ１ ○ 、複写図　　　　部）

ＣＡＤデータの提出（ （ ○ 要（ 部） ○ 不要）

○

○ 保全に関する資料

Ａ４ファイル綴じ　 部

○ 建築物等の利用に関する説明書

Ａ４ファイル綴じ　 部

「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、

内部足場（ 外部足場（

機器製作図

試験成績書

機器・配管固定の施工図

要の場合、オリジナルファイルも提出する。

既存完成図（ＣＡＤデータ）の修正を行う。

足場その他

養生

施工図等

○ 完成図等

事前調査 （ ○ 本工事 ○ 別途 ）

調査項目 （ ○ 既存資料調査 ○ ）

調査範囲 （ ○ 図示 ○ ）

調査方法 （ ○ 図示 ○ ）

設備機器の固定は、次に示す事項を除き、すべて「建築設備耐震設計・施工指針

2 01 4年版」（独立行政法人建築研究所監修）による。

（１）設計用水平地震力

　　　機器の重量 [ｋＮ ]に、設計用標準水平震度を乗じたものとする。

　　　なお、特記なき場合は、設計用標準水平震度は、次による。

設計用標準水平震度

○ ○

・上層階とは 2～ 6階建の場合は最上階、 7～ 9階建の場合は上層 2階、

・中間階とは地階、１階を除く各階で上層階に該当しないもの

・重要機器は次のものを示す。

○ 配電盤 ○ 発電装置（防災用）○ 直流電源装置

○ 交流無停電電源装置○ 交換機 ○ 自動火災報知受信機

○ 中央監視装置 ○ ○

○ ○ ○

（２）設計用鉛直地震力

はつり工事は、事前に以下の調査を行い、監督職員に報告を行うこと。

（○走査式埋設物調査　　○Ｘ線調査（費用は別途とする））

（　　）書きの室名は直天井を示し、その他は二重天井を示す。

機 器 種 別

上層階

屋上

及び塔屋

中間階

特定の施設 一般の施設

　　　設計用水平地震力の１／２とし、水平地震力と同時に働くものとする。

1.01.5

0.6 0.4機　　　器 1.0 0.6

1.5 1.0

重要機器 一般機器

機　　　器 2.0 1.5

防振支持の機器

水　槽　類

水　槽　類 1.0

1.5 1.5

重要機器 一般機器

1.5 1.0

2.0 1.5

0.6

防振支持の機器

0.6

水　槽　類 2.0 1.5 1.5 1.0

機　　　器 1.5 1.0 1.0

1.5 1.0 1.0 0.6

1.0 1.0 1.0 0.6

防振支持の機器 2.0 2.0

○ 施工調査

○ 電源周波数

○ 耐震措置

○ はつり

○ 天井仕上区分

最大電力５００〔ｋＷ〕以上の場合においても、第一種電気工事士により

施工を行う。

仮電源 （ ○ 受変電 ）

（ ○ 発電 ）

（ ○ 図示 ）

配線本数、管径等は、図面と相違しても差し支えない。

ただし、相違する場合は監督職員の承諾を受ける。

フラッシュプレートは、図面に特記なき場合、

（ ● 金属製（ステンレス、新金属を含む） ○ 樹脂製

次の露出配管は、塗装を行う。

（ ○ ○ ）

三相可変速運転用インバータ装置の規約効率は、次の数値以上とする。

備考

IP4X、6極、50Hzの電動機を駆動したときの値とする。

図面に特記なき場合は、表－１「機器標準取付高さ」による。

図面に特記なき場合は、表－２「接地極一覧表」による。

仮設備期間

分電盤、制御盤、端子盤等の２次側以降の配管配線経路、配線太さ、

）とする。

屋外の配管

(1)

(2) 「高効率低圧三相かご形誘導電動機」の定格電圧

図面に特記なき場合は、工事区分表による。

86.0 88.5 92.0 93.0 94.0

電動機出力(kW) 0.4 0.75 1.5 2.2 3.7 5.5

37 45

規約効率(%) 94.5 95.0 95.5 95.5 95.5 95.5 95.5

94.0 94.5

電動機出力(kW) 11 15 18.5 22 30

7.5

規約効率(%)

規約効率は、 JEM-TR245「汎用インバータの規約効率」により算出した値とする。

電気工事士

○ 仮設備工事

○ 配管本数、管路等

● フラッシュプレート

金属管の塗装○

インバーター装置の○

規約効率

機器取付高さ○

設置極○

他工事又は他工種○

との取り合い

注）

監督職員と協議する。

天井高 3 , 0 0 0ｍｍ以上の場合及び上記取付高さにおいて機器の使用に支障が生じる場合は、

床上～操作部

床上～操作部

構

交

換

動

力

内

外部受付用インターホン（子機）

地階･１階

規約効率は、JISC4212

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

○ 風圧力

風速（Vo= ）

地表面粗度区分（ ）

○ 積雪荷重

建設省告示第1455号における区域　別表（ ）

引渡しを要するもの以外は、構外搬出適切処理とし、搬出処理費は別途とする。

理発 生 材 の 処

等 に つ い て

環 境 へ の 配 慮
（１）「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく「環境物品

（２）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を

　有すると共に、次の①から④を満たすものとする。

　 ①合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パ

　　ーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、

　 　緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、アセドアルデヒド及びスチレンを発散し

　 　ない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定する「ホルムアルデヒド

　 　の放散量」の区分に応じた材料を使用する。

　②接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない

　 ③接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－プチル及びフタル酸ジ－２－エチルヘキ

　 　シル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用

　 　する。

　④①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルム

　　アルデヒド、アセドアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少

　　ない材料を使用したものとする。

　 　材料を使用する。

（３）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制

　対象外」とは次の①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③

　 又は④に該当する材料を指す。

　 ①建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホル

　　ムアルデヒド発散建築材料以外の材料

　 ②建築基準法施行令第２０条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受け

　　た材料

　 ③建築基準法施行令第２０条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建

　 　築材料

　 ④建築基準法施行令第２０条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受け

　による特定調達品目の場合は、判断の基準等を満たすものとする。

　等の調達の推進に関する基本方針（環境省ホームページに掲載） (毎年２月改定）」

　 　た材料

（４）グリーン購入法に基づく、環境物品等の調達に関する基本方針(以下「基本方針」という)

（環境省ホームページに掲載）(毎年２月改定))において位置づけられた、「特定調達品目」

に該当する材料及び建設機械等は、原則として基本方針に定める判断基準を満足するものを

使用することとする。

また、「特定調達品目」の調達の実績（設備及び公共工事）について、当該年度の調達実績集計表

提出する。

（物品・役務及び公共工事）を環境省ホームページからダウンロードし、Excelファイルで作成し、

なお、やむをえず判断基準に満たないものを使用する場合は、監督職員の承諾を受けるものとする。

５０Hz／６０Hz

インフォメーションセンター

工事種目（●印の付いたものが対象工事種目）

工 事 概 要

電気設備工事

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

木造・ＲＣ造 新 築 or 改 修地下１階・地上２階

インフォメーションセンター
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E-01

電気設備　特記仕様書　　

工事名称

工事場所

発注機関

公園名称

検　　印

工事年度

縮　　尺

図面名称

図面番号

照査 管理・主任

技術者

協力事務所

担当者

名　　　称

資格者氏名

登録番号

所在地

令和　8　年度

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

上信越高原国立公園

計

者

設
髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事
令和　8　年度

東京都知事登録 第61790号

東京都港区新橋4丁目１番１号

A1： N.S , A3： N.S



CB

JB

MMA
CBCB

JB

1

ACR

1

ACR

CB

CB

MMA
MMA

MMA

ブレーカー増設

ELCB2P50AF/20AT（協約型100V）×1

ELCB2P50AF/20AT（協約型200V）×2

2EET

電動機結線　直入始動方式

電動機結線　直入始動方式

電灯分電盤　既設改造

1φ200V
0.92ｋｗ 1φ200V

0.92ｋｗ

特記なき記号は下記による

記号 名称 備考

　　　CB コーナーボックス A型

　　　JB ジャンクションボックス A型

　　　2EET 埋込コンセント（接地極・接地端子付） 2P15A×2

既設分電盤改造 ブレーカー増設

特記なき配線は下記による。（壁面立下げ部は保護管にて保護とする）

EM-EEF2.0-3C　天井ころがし配線

EM-EEF2.0-3C（MM1A）　露出メタルモール
MMA

令和　8　年度
令和７年度（補正繰越）

鹿沢インフォメーションセンター空調設備等改修工事

群馬県吾妻郡嬬恋村田代２１３４

(株)クリーク･アンド･リバー社

一級建築士事務所

空調電源設備　２階　配線図　

髙橋　幸子

/一級建築士第340907号

設

者

計

上信越高原国立公園

環境省 中部環境局 信越自然環境事務所

令和　8　年度

所在地

登録番号

資格者氏名

名　　　称協力事務所

担当者

管理・主任

技術者

照査

図面番号

図面名称

縮　　尺

工事年度

検　　印

公園名称

発注機関

工事場所

工事名称

東京都知事登録 第61790号

東京都港区新橋4丁目１番１号

E-02

A1： 1:50 , A3： 1:100
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